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保証期間はどう計算すべきか

事実経緯
A社は2011年1月にB社に人民幣120万元を貸出し、B社は2011年7月31日までにA社に人民幣120万元を一括返済すると約束した。

念の為、A社はB社の法人代表に個人とする連帯保証の提供を求めた。B社の法人代表はA社との間で保証契約書を交わし、仮にB社が期限通りに完済できない場合、その個人は自らの意思で連帯完済の責任を負うものとする。保証期限は借款した日より起算し、借款のすべてを完済した日まで終了すると約束した。
2011年7月31日を過ぎたとしても、B社はA社にただ人民幣20万元しか返済しなかった。A社は、B社及びその法人代表に起訴しようとするところ、B社の法人代表はその個人の保証期限をすでに過ぎたと連帯責任に応じなかった。

二、質問：A社はまたB社の法人代表に連帯責任を求めることができるか？
三、答えは以下の通りである。

１、実務上、保証契約における保証期間の計算はやや複雑であり、特に訴訟時効に絡んだ場合、認識が間違った当事者が少なくない。

２、「最高人民法院の「中華人民共和国担保法」の適用若干問題に関する解釈」（以下、解釈という）の第32条では、保証契約に決めた保証期間は主債務履行期限を早くするかまたは等しくする場合、約束したと見なさず、保証期間は主債務の履行期限が満了した日より六ヶ月とすると決められている。
本案は、B社の法定代表の保証契約に保証期限が借款した日より起算すると決めたため、かかる保証期限の起算時間の約束が無効になり、保証期間の起算日は主債務の履行が満了した日より、即ち2011年8月1日より起算しなければならない。
また、解釈の第32条では、保証契約に保証人が主債務の利息の完済までの保証責任を負う等類似の内容を約束した場合、約束が不明瞭と見なし、保証期間は主債務の履行期限が満了した日より二年までと決められている。
本案に戻ると、保証契約はB社の法定代表の保証期限が借款を完済した日までと約束しているため、保証期間の締切日の約束が不明瞭な状態に属し、保証期限は二年間とすべき。解釈の分析により、本案としては、保証期間の起算日の約定が無効になったため、起算日は主債務履行期限が満了した日より起算する。同時に保証期限の約定が不明瞭であるため、保証期限は2年間と推定し、主債務履行期限が満了した日より2年間とし、主債務履行期限が満了した日より6ヶ月として計算してはならない。

従って、B社の法定代表の保証期間は2011年8月1日から2013年7月31日までとすべき、その法定代表はその保証担保の法律義務を免れないものとする。

４、解釈の第31条及び第34条により、A社は2013年7月31日までにB社の法定代表に担保義務の履行を主張し、それから保証期間の自動終止した日より2年間の訴訟時効の規定を適用しなけれればならない。勿論、訴訟時効は担保期間と異なり、中断し、或は中止することができる。

国家外貨管理局の「外国投資者中国国内の直接投資外貨管理規定」
及び附属書類の配布に関する通知

2013年5月10日に、国家外貨管理局は「外国投資者中国国内の直接投資外貨管理規定」及び附属書類の配布に関する通知（以下、本規定という）を公布し、2013年5月13日から施行する。以下、本規定について解説します。

背景

中国の外資導入に当り、近隣諸国との合戦が激しく展開されているため、既存の政策の改定の機運が高まっている。そのような背景下で国家外貨管理局は本規定を制定する同時に、24項目の外商直接投資外貨管理規定を廃止し、従来の外商投資企業の審査手続きを簡素化し、外国投資者の対中直接投資を促す狙いがある。

登記管理

対中直接投資活動に関わる機構及び個人は国家外貨管理局及び派出機構に登記を行わなければならない。

口座及び外貨決算管理

１、外国投資者は外商投資会社設立準備に必要な前期費用等資金を払い込む場合、外貨管理局に登記手続を行わなければならない。

２、外国投資者は、貨幣資金、株式権、実物資産、無形資産等（中国国内の合法所得を含む）をもって、外商投資企業に出資し、或いは国内会社における中国側の出資持分を買収する対価を支払場合、外国投資者の出資及び権益状況について外貨管理局に登記を取り扱わなければならない。

３、外商投資会社は、抹消或は非外商投資会社に変換する場合、外貨管理局に登記抹消手続を行わなければならない。

４、中国における機構及び個人は中国国内の直接投資に関わる株式権の譲渡、国内再投資等その他関連業務を取扱う場合、外貨管理局に登記を行わなければならない。

５、減資、清算、先行投資回収、利益配当等によって中国国外に資金を送金する必要な場合、外商投資企業は相応しい登記を経た上、銀行に外貨を購入し、対外支払を行うことが出来る。

監督管理

１、外貨管理局は、登記、銀行送付、年度検査及び抜取調査等方式によって、中国国内の直接投資に関わる国境を跨る収支、外資決算及び外国投資者の権益変動等状況について統計、監査を行わなければならない。

２、外貨管理局は、中国国内の直接投資に異常或いは疑わしい状況が存在する機構または個人に対して審査、或は検査を行う。

３、中国国内の直接投資に関わる主体が本規定に違反した場合、外貨管理局は「中華人民共和国外貨管理条例」及び関連規定に基づいて処罰する。

五、結び

国家外貨管理局が本規定を公布、施行する狙いは外国投資者の直接投資を規範し、投資利便性を高め、外国投資者の対中投資を縮小しつつある局面を打開しようと言えるだろう。

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国家外貨管理局は「外国投資者中国国内の直接投資外貨管理規定」及び附属書類の配布に関する通知『重要法規解説』をご参照下さい）
	2013/05/13 

	2
	最高裁、最高検の食品安全危害刑事案件取扱法律適用若干問題に関する解釈
	2013/05/04

	3
	最高裁の輸出信用保険契約紛争案件審理関連法律適用問題に関する批復关于公布实施备案管理出口食品原料品种目录的公告


	2013/05/08

	4
	国家外貨管理局の「外債登記管理弁法」の配布に関する通知
	2013/05/13

	5
	国家発展改革委員会、商務部の中西部地区外商投資優勢産業目録（2013年改訂版）
	2013/06/10

	6
	税関総署公告2013年第30号（輸出入貨物通関単記載規範の修正に関する公告）
	2013/07/01

	7
	国家税務総局の「代納委託管理弁法」の公布に関する公告
	2013/07/01

	8
	財政部、国家税務総局の全国に渡る交通運送業及び部分現代服務業営業税から増値税徴税試行展開の税収政策に関する通知
	2013/08/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は弊所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。

注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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